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背景 

経済協力開発機構（OECD）は、2014年9月16日付けで「税源侵食と利益移転（BEPS: 
Base Erosion and Profit Shifting） 行動計画」に関する待望の第一次 提言（2014年成果

物)を発表した。この BEPS 成果物とは、国際的な租税体系を完備させて、公平な国際租

税のルールを確立し、各国の税務管轄区域における 課税の実態と価値創出活動や実質

的な経済活動の所在地との整合性を確保することを目的とするものである。これは本年、

9月20 日～21 日に開催された 20か国財務大臣・中央銀行総裁会議（豪州・ケアンズ）に

諮られ、税制面で、全面的に支持と合意を得て決議された行動計画案であり、今回発表

された提言は、 2013 年度に発表された行動計画15 項目より、具体的に下記の7 項目で

ある。 

（行動計画 1） 電子商取引課税 
（行動計画 2） ハイブリッド・ミスマッチ・アレンジメント 
（行動計画 5） 有害な税制上の慣行への対抗 
（行動計画 6） 租税条約の濫用の防止 
（行動計画 8） 無形資産の移転価格ルール 
（行動計画 13）移転価格文書と国別報告書のガイダンス 
（行動計画 15）多国間協定の実行可能性 

中国の税務機関は現在、中国国内で活動する多国籍企業に対して、この OECDが提言

する移転価格と国別報告書の行動計画に関する成果物を根拠として、今後、多国籍企業

に対し、中国内の事業活動ならびに経営資産に関して整合性を向上させることを理由とし

て、税務調査を執行し、中国国内における課税所得の確保を目的にその事業利益の国

内帰属を求めてくると思われる。さらには、中国税務機関はこの成果物を取り込んで、受

益者に対しても具体的に集中した税務審査を執行してくると予測される。なぜなら、中国

税務機関にとっては、税源確保を担う立場として税収の監督管理業務と一致しているか

らである。さらにまた、受益者の認定に際して通達 601 号文を適用して、国内における租

税回避防止（条約の条項により関連法規の運用を確保）の規定を併用して、条約の濫用

行為についても監視を強化してくると思われる。BEPS成果物はまだ未完の段階である 

本アラートの分析対象法規： 

 

• OECD、2013 年 7 月 19 日公

表、「税源侵食と利益移転

（BEPS）に関する行動計画」 

 

• OECD、2014 年 9 月 16 日公

表、「デジタル経済の税務上

の課題の分析」 

 

• OECD、2014 年 9 月 16 日公

表、「ハイブリッド・ミスマッチ

取決めの効果の無効化」 

 

• OECD、2014 年 9 月 16 日公

表、「透明性と実質性を考慮し

た有害な税制上の慣行への対

応」 

 

• OECD、2014 年 9 月 16 日

公表「租税条約の濫用防止」 

 

• OECD、2014年 9月 16日公

表、「無形資産の移転価格ル

ールの策 定」 
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が、中国に進出を図る多国籍企業にとっては、自社の税務に関する適切な健康診断を直

ちに行って、潜在的な弱点を識別して積極的に改善措置を取られることを提案する。 

2014 年 BEPS 成果物 

KPMG は、BEPS 行動計画の背景と内容に関する詳細を第18 号「チャイナタックスアラ

ート」（2013年 8月）に掲載しており、また 2014年 BEPS 成果物の具体的内容は第 22 号
「 Hong-Kong Tax Alert」（2014年9 月）に掲載している。今回は中国税務の視点から 

BEPS の第一次提言の要点を下記に取りまとめた。 

• 行動計画 1：電子商取引課税 

税務の規定と租税条約の改正に関しては、明確な合意は得られていないが、他の行動

計画に従って電子商取引をめぐる諸問題を解決することの合意は形成されている。恒久

的施設（PE）の認定に関しては、2015 年に完成予定となる行動計画7より、租税条約の

概念を検討・改定して、準備的・補助的活動に関する恒久的施設(PE)の適用除外（在庫

管理に関する例外条項を含む）は、主力事業については利用不可とすべきであると改め

て主張していることから、国外の販売拠点で締結されたことを根拠とする恒久的施設の認

定を回避するタックスプランニングの取扱は影響を受けるだろう。 

• 行動計画 2：ハイブリッド・ミスマッチ・アレンジメント 
ハイブリッド・ミスマッチ・アレンジメント(税制のミスマッチを利用したハイブリッド事業体・

商品の二重非課税など)の効果を無効化するような税法や条約モデルの規定を新たに策

定して、国際的に法人税課税に一貫性を持たせるものである。（i）ハイブリッド譲渡に対し

ては外国税額控除の制限を採用する、（ii）CFCルール(外国子会社合算課税)の改正に

よりハイブリッド支配企業の所得を含むようにする（iii）「中間国」ハイブリッド事業体に対

する報告要求よりCFCルールの運用を確保する、（iv）支払者国で支払配当の損金算入

を受ける場合には関連する配当は益金参加免除の運用を否認する、（v）リバースハイブ

リッド事業体の税務上の取扱の透明度を制限する規定を策定するなどである。またこれ

らの外に、改訂されるものは（a）自発的情報交換、損金不算入や強制的な所得額算定に

基づくハイブリッド商品または事業体の税務上の処理方法と取引相手が所在する税管轄

区域の税務処理結果、（b）居住事業体の双方に対する二重課税の解決に関する租税条

約を改正し国内法におけるアンチハイブリッド規定の実施を促すことが含まれている。な

お、税務機関は 2015 年には関連規則をさらに改定する予定である。 

• 行動計画 5：有害な税制上の慣行への対応 
この報告は、知的財産に係る所得に対する優遇税制が適用される条件として税制の管

轄区域内において実質的な活動を行うだけの場合の要求について述べている。知的財

産の開発費は実質的な活動の代替的指標とすることが可能となる。費用の一部のみが

適用対象に算入されるため、納税者は実質的な研究開発の活動による所得金額に対す

る租税条約の恩典利用が制限されている。そのため、税務機関は、まもなくこの「実質的

活動」要件を前提にしてOECDの加盟国および非加盟国の優遇税制を審査して相応な

改定を行い、その他（非知的財産）の優遇税制（シェアードサービスまたはファイナンスカ

ンパニーなど）についても見直すことになる。税務機関は、2014年10月28日より専用シス

テムを活用して事前税務裁定（ATR）および事前確認制度（APA）の優遇や特定の納税

者に適用する優遇措置についても検討を行う。 

• 行動計画 6：租税条約の濫用の防止 
国際基準上の特典を本来意図されていた形に戻し、租税条約の乱用を防止するよう、課

税および関連する実態を見直す。一般的には、条約の濫用防止の規定について下記の

とおり提言している。（i）租税条約が二重に非課税として用いられる意図ではないことを条

約に盛り込む、（ii）納税者の主観的な税務上の意図を諮り分析するための「主要目的」と

いう検証基準を導入する、（ iii）米国の租税条約の包括的な特典制限条項（LOB：

Limitation  on  Bnefits）などを参考することを推奨している。また、税務機関は、持分の譲

渡による配当金に対しても、源泉税の徴収減免を悪用する、いわゆるトリ－ティ－・ショッ

ピング（treaty shopping）と、多くの土地資産を含んでいる持分を処分する際に生じる資

本収益税の租税回避への対処策として、租税条約の濫用防止のための条項を提案して

いる。 

• 行動計画 8：無形資産の移転価格ルール  
無形資産の主要分野における移転価格上の問題に対処するため、移転価格の結果と価 

  本アラートの分析対象法規： 
 

• OECDが 2014年 9月 16日に

公表した「移転価格の文書化

および国別報告書に係るガイ

ダンス」 
 

• OECD が 2014 年 9 月 16 日
公表した「多国間協定の開発」 

 
• OECD による「多国籍企業お

よび税務当局のための移転価

格ディスカッションドラフト」

（2010年版）、別冊として 2013
年6月30日に公表したOECD
移転価格ガイドライン第 6章無

形資産項目の討議草案改定

版 
 
• 2008 年に施行された「特別納

税調整実施弁法」（2号文） 
 
• 江蘇省国家税務総局が 2014

年 4 月 29日に公布した「2014
年－2015 年度国際税務遵守

管理計画 （「江蘇計画」） 
 
• 国連の国際租税協力専門家 

委 員会が 2013 年 6 月に公布

した「発展途上国のための移

転価格マニュアル」（「国連移

転価格マニュアル」）第 10.3章

「中国実践編」 
 
• 国家税務総局が 2014 年 4月

に国連の作業部会に提出 した
「移転価格に関する意見書」 

 
• 国家税務総局（SAT）、2014

年 7月公告、2014年 9月 1日

施行「居住者企業による国外

投資と所得情報の報告に関す

る公告」、 「2014」38 号（以下

「38 号公告」） 
 

• 国家税務総局弁公庁、2014
年 7  月 29日公布、「多額のサ

ービス料、ロイヤリティーの対

外支払いに関する租税回避防

止調査に関する通達」、国家

税務総局弁公庁発「2014 」

146 号 （以下「146 号 通達」） 
 

 
 

http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Pages/china-tax-alert-1308-18-BEPS.aspx
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Pages/china-tax-alert-1308-18-BEPS.aspx
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Pages/china-tax-alert-1308-18-BEPS.aspx
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/Tax-alert/Pages/tax-alert-1409-22-BEPS-The-2014-Deliverables.aspx
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値創造を整合させる。OECD移転価格ガイドライン1章「独立企業間原則」、2 章「移転価

格算定方法」、6 章 「無形資産に対する特別の配慮」の各章は2010年からすでに改訂作

業が開始されており、さらに2015 年 BEPS成果物に基づく価値創出との整合性から、リ

スクと資本、ハイリスク取引などの検討によって移転価格取引と密接に関係することから

見直しが行われる。また、取引時において評価が困難な無形資産の取扱では、移転価格

原則および特別措置を適用させることが検討される。さらにまた、第1、第2章のロケーシ

ョンセービング、集合労働力、多国籍企業のグループシナジー、購買力の伸張や消費者

の嗜好など市場固有の特徴についても、移転価格分析に際して合理的な比較可能性の

要素を見直す。第6章の無形資産の法的所有の決定は、多国籍企業グループの事業体

に帰属すべき利益としてその配分が十分に検討されていないことから下記の見直しが検

討される。（i）無形資産の開発・保護を行う場合の当事者の権利、（ii）無形資産の開発、

改良・維持・保護・利用、（iii）多国籍企業グループのメンバー企業が果たす機能と負担す

るリスクの統制。 

また、従来よりグループ内の他の事業体の知的財産に関して、その残余利益が無形資

産の開発に資金提供を行った各事業体ごとに配分されていたが、今回の見直しでは、出

資者に対し出資リスクを基に整合した予測利益を確保すると共に、無形資産を使用・利

用するグループ内の事業体にも配分することで、将来に無形資産の法的な所有者が事

業活動において使用する資産、負担するリスクに基づくリターンが得られる場合、その所

有権に対しリターンの範囲を超えた不合理な利益を得ることがないように明確化させるこ

とになる。また、評価が極めて不透明な無形資産の取引が行われた場合、管轄する税務

機関が事後となる実績判定を行わず、関連した要求事項を明確化して、利益配分の方法

に関する別途の措置を検討する。無形資産の譲渡に関する取引は、課税の執行に際し

て多くの特徴が見直されており、無形資産の譲渡を隠蔽する事態を防止するため無形資

産に対する広義の定義付けが検討される。 

• 行動計画 13：移転価格文書と国別報告書のガイダンス 
移転価格関連の文書化を改善すること、国別報告のひな型(テンプレート)を定めることで、

税務行政の透明性を改善して納税者側にとっての確実性および予測可能性を高める。

移転価格文書化に関する基準の改訂、マスターファイルおよびローカルファイルなど報告

書の雛形の保管が求められている。マスターファイルにおいては法的所有の構成、サプ

ライチェーン、過年度の取引に関する資料、資金融資、知的財産の取決め、納税の状況

など多国籍企業の経営状態の詳しい情報の記録が求められている。国別報告書は国別

の包括的な報告書と して、国別に合計した所得配分、利益、納税の状況・未払税金、確

定資本金および利益剰余金、従業員数、有形資産額など共通のテンプレートについては

事業体ごとに提出するとされていたものが各税管轄地ごとの情報提出に変更される。国

別の情報開示のフレームワーク作りに、リスク評価のための十分な資料を提供し全ての

国の税務機関による監督・審査にも閲覧できることを要求している。また多国籍企業グル

ープ内の各事業体のバリューチェーン貢献度の評価も各税管轄地に提供するよう要求し

ている。 

• 行動計画 15：多国間協定の実行可能性 
二国間租税条約を改正する多国間協定策定の実行可能性について報告する ことで、

BEPS 行動計画の円滑な実施を促進する。多国間協定に関する報告書は性質的に多国

的なため、二国間的な特徴を盛込みながら租税条約を一括して改訂する多国間協定を

早急に策定すべきであると提案している。当該プロジェクトはまだ見直し段階であるが多

くが実現可能とみられている。 

国家税務総局 （以下「税務総局」）の視点と見解 

我々の税務総局との交流より、税務総局は、BEPS 成果物に対して大きな関心を示して   
いる。とりわけ、無形資産の取引ならびに国別の情報開示に対しては税源確保のための 

見直し案が多く提案されており期待も大きい様である。それは本年 9 月 17 日の税務総

局のホームぺージ上にも、2014 年成果物の中国語訳版を掲載し、その説明まで付して

いるほどである。 

税務総局は、OECD モデル租税条約（MTC）に基づく無形資産の取引に関する移転価 
格ルールの見直し（BEPS 行動計画 8）についても、大方の暫定的指針を受け入れるは

ずである。中国の移転価格ルールに関する価値創出の主な目的は、ロケーションセービ 
ング （LSA）によって行われる関連者間取引に関する価格を比較検証対象に含ませるこ 

  本アラートの分析対象法規： 
 
• 国家税務総局（SAT）、2009

年 10 月 27日公布、租税条約

にある「受益者」をいかに理解

し、また認定するかに関する通

知、国税函 「2009」601 号 （以
下 「601 号文」） 
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 とである。それは、今後も中国の移転価格税制との関係がますます緊密となることから、 
国連移転価格マニュアル第 10.3 章の中国実践編を応用して税務総局の取り組みを確

立させるものとなる。 

OECD 移転価格ガイドラインの改定に基づいた無形資産の取引においては、利益配分

における法的所有と資金源問題の重要度を落としている。なぜなら、残余利益は多国籍

企業グループ傘下の事業体の主な活動資源となり、資産の使用・開発を行う事業体に配

分されることになるはずである。そのことからも、税務総局の移転価格の国連マニュアル 
で提唱した論点とも一致するため、同ガイドラインに基づいて行われる利益配分の手法

の適用に関して同マニュアル全体を見直すものと思われる。 

上記のような方法が用いられる場合、多国籍企業のバリューチェーン上の各事業体は、

無形資産の取引における開発、改良・維持・保護・利用に対して、その貢献度を理解する

必要がある。なぜならこれは、移転価格分析の手法で偏重して採用される頻度が高い取

引単位営業利益法からも大幅に乖離する。そのため、多国籍企業グループの資産と利 
益の配分という全世界的配布に関しても、国別の情報開示において共通して見直しされ

るため、税務総局が 2 号文で規定した中国の移転価格税制の改定とも方向性が一致し

ていることから税務総局から歓迎されている。 

多国籍企業と在中国投資者の取るべき次の行動に関する KPMG の提案 

当面の急務は、外資系多国籍企業および中国の多国籍企業である中国の納税者にと   

って、中国での事業投資であれ、対外事業投資であれ、それが世界中の事業に影響する

ことから、現在、タックスプランニングのストラクチャーを有している企業は、迅速に、見直

しを行わなければいけない。 

多国籍企業の全世界的利益配分 

将来的に、外資系多国籍企業および中国の多国籍企業である中国の納税者にとって、

潜在的に有償の無形資産をもたらす業務活動はいっそう厳しい審査を受けると思われる。

とりわけ、それは商業活動の実態もない国外事業体との取引である。もっとも注目されて

いるのは、税務機関が非定型の価値創出活動（一部の研究開発、ブランド確立または市

場参入活動など）に従事するとみなされる中国の事業体が、契約条項によってリスク負担

が解消されることによってもたらされるルーティン利益（研究開発のアウトソーシング、限

定されるリスク配分など）のみを配分する問題である。中国の税務機関は、国外事業体

の商業的事実とともに、その果たす機能が審査の重点にして、バリューチェーン全体の残

余利益の大半を中国に帰属するように求めてくる可能性がある。これには、税務総局が

移転価格の国連マニュアルに対する意見書においても明確化している。それは、2014 年 
4月に公布の「江蘇計画」と呼ばれ、中国税務機関が BEPS に対する公式な回答を行っ

たものであり、税務総局の総意を表明したものでもあると考えられる。また、中国の税務

機関は、所謂「自主調整」を主体とする移転価格に関する調整手法に傾斜するようである

（詳細は 本年 9月号「チャイナタックスアラート、移転価格税務フォーカス第2回」をご参

照）。さらに、租税条約が締結されていない場合、納税者の自発的な調整方法に起因す

る二重課税の発生が懸念される。それは、将来のいずれかに移転価格紛争となって争わ

れることが予想されるため、一部の多国籍企業にとっては、自社のタックスプランニング

を見直した後、審査に備えた事前の準備となる移転価格算定の方法の変更や、中国との

取引契約の締結など、これらを先行して移転価格に関する係争を回避させることを提案

する。 

グループ内部におけるクロスボーダー決済 

多国籍企業グループ内においては、中国に所在する事業体が支払ったサービス料およ

びロイヤリティーに関して、損金算入処理が否認される件数が増えている。税務機関から

の一般回答は、BEPS 行動計画が提言している「価値創出」の要件否認を理由としてい

る。税務総局は、本年4月に国連の移転価格分科会に送付した意見書においても、関連

者間取引において発生するサービス料に対し強硬な立場を固守しており、中国の受入企

業がこれらサービス料に関連する取引で発生した利益に対して税務調査を実施する旨を

主張している。なお、江蘇計画では、国外にあるサービス提供者の実在性が疑問視され

ている。税務総局は本年 7 月 29 日公布の 146 号通達 （2014 年 8 月「チャイナタックス

アラート、移転価格税務フォーカス第1回」ご参照）のとおり、大がかりな税務調査を開始

http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/China-alert-Transfer-Pricing-Focus/Japanese/Pages/China-tax-alert-TP-1409-02-SAT-issuance-Announcement.aspx
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/China-alert-Transfer-Pricing-Focus/Japanese/Pages/China-tax-alert-TP-1408-01-SAT-formal-assessment.aspx
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/China-alert-Transfer-Pricing-Focus/Japanese/Pages/China-tax-alert-TP-1408-01-SAT-formal-assessment.aspx
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するため、地方税務機関に向けて、 2004 年から2013 年の期間に中国の事業体が国外

へ支払った多額のサービス料とロイヤリティーに対する審査を実施するよう指示を行った。

さらに、中国の事業体による低税率の法的管轄の地域への取引の支払や、国外関連者

が限定的な単一の機能しか果たしていない事案についても着眼している。 

中国の税務機関は、国外関連者から提供されるサービスや特許などがもたらす付加価

値に対する質疑に対しても、OECDのBEPS行動計画5の「有害な税制上の慣行への対

抗」の内容に賛同している。この定義は、知的財産に対する税務優遇を評価する際に用

いられるが、中国の税務機関は「有害な税制上の慣行への対抗」の定義と、OECDが非

知的財産に関連する優遇税制のために策定した他の定義などを整合させて、中国の事

業体が支払実体のない低税率の国外関連者から得た利益に対して質疑している。とりわ

け知的財産の権利期間の満了あるいは中国の事業体も同じに利益貢献を果たしている

場合の国外に向けたロイヤリティー支払に関する質疑では、行動計画8の移転価格ガイ

ダンス(無形資産の移転価格ルール)の提案を支持している。また、税務機関は特許権・

商標権などの知的財産権の譲渡あるいは低税率地域に所在する国外企業などに対して

も大きく着目している。 

中国の税務機関は、2014年10月より二国間の自発的な情報交換システ（Compulsory 
spontaneous rulings exchange system）が導入されることから今後、税務機関でも、行

動計画の優遇税制に関するルーリング情報を検索することが可能となる。このことから、

BEPS行動計画の情報交換制度の提案に基づいて、税務審査の将来計画には、対外的

な取引における決済の在り方が税務審査の重点に移行すると予測される。さらに、関連

する情報から、関連者間取引で発生してくるサービス料や支払利息、ロイヤリティーなど

の国別の情報開示は、今回のOECDのBEPS行動計画に組み込まれていないが、中国

の税務機関は、タックスネットワークに登録されている多国籍企業の国別の開示情報か

ら有用な情報を探索する可能性が高い。 2015 年 のBEPS提言の中でも、行動計画 10 
のハイリスク取引（本社費を含む）に関する移転価格算定ルールの結果と価値創出の一

致の確保のため対外的な取引決済がさらに追及されると予測される。そのため、多国籍

企業はグループ全体に関する価格の決済メカニズム、知的財産の保有方針、シェアード

サービスセンターとの取極めなどその継続性を見直す必要がある。 

その他―ハイブリッド・ミスマッチ、租税条約の濫用、恒久的施設（PE） 

中国の税務機関による監督管理制度、外貨管理制度、税制度などの規定によって、従前

に行われたハイブリッド・ミスマッチを利用したタックスプランニングの実現は今後には困

難となることについては、それほど注目していない。これは税務総局は2013 年に、性質

的なミスマッチ（characterisation mismatches）により非課税となった場合、取引に関する

国外への支払いに対して税額控除の申請を否認すると非公式的に発表しており、この扱

いが今では正式なものになっただけだからである（ 146号通達の審査対象となる可能性

が高い）。 

 この数か月、中国の投資者が外国で行う投資活動のケースが中国税務当局から注目さ

れている。それは税務総局が本年7月に38号公告（本年9月1日より発効）を公布しており、

同公告では、中国企業は自らが支配している国外企業の持分（2014年8月号「チャイナタ

ックスアラート第 23回」をご参照）を報告しなければならないと定めている。これはBEPS
ハイブリッド・ミスマッチによるCFCルールに関する提言をもって、同様に、税制の更新を

予定している中国版のCFC 税制にも収められると思われる。また、ハイブリッド譲渡の税

務上の利益を制限するため、国外の優遇措置もおそらく改定されることが予測される。し

かも、江蘇計画に従って、CFC税制の対象となるクロスボーダー取引、とりわけ国外の知

的財産権の譲渡が最大の関心事となる。したがって、中国の外資系多国籍企業は、国外

への投資活動を実行する場合の影響を再度検討しておくことを提案する。 

租税条約の濫用防止協定で提案された具体的な提言は、中国の税務機関と関係がなさ   
そうに思われる。取引の利益を制限することに関しては、中国税務総局による601号公告

で商業的実体の有無から、受益者を認定する傾向である。また、所在地国の一般的な租

税回避防止規定の運用（関連規定の運用を確保するための条約条項を策定する）により

租税条約の濫用状況についてもモニタリングを行っている。 

また、配当金に対する源泉税の徴収減免の措置の最短期間に関する提案と、土地資産

の評価に持分の測定法として採用される収益還元法（ルックバックアプローチ）のいずれ 

http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Pages/China-tax-alert-1408-23-SAT-outbound-investment-by-resident-enterprises.aspx
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も中国の租税条約に反映されると思われる。BEPS行動計画は「第三国のペーパーカン

パニーに関与することに反対する」との中国の態度を支持している。それらのペーパーカ

ンパニーは、オフィス用地、有形固定資産、従業員数などでも実体がない、または全く有

していないなど現行の二国間の租税協定の恩恵を得るには困難性をもたらすものとな

る。 

中国では、電子ビジネスの環境におけるクロスボーダー取引が規制されているため、行

動計画1のデジタル経済における電子商取引と他のデジタルビジネスに関するタックスプ 
ランニングでは欧州で引き起こされた事案が多いが、中国に及ぼす影響はさほどではな

い。それでも、中国は特別作業班を編成してデジタル経済における移転価格と増値税（付

加価値税、VAT）問題、クロスボーダー・コンサルティング・サービスに対する課税権（江

蘇計画で問題視される）などについて調査・研究している。また、行動計画7で提案された

恒久的施設の見直しから、準備的と補助的活動の免税の適用に関する対象範囲が限定

されるため、中国と取引関係を有する多国籍企業に大きな影響を及ぼすことから関連す

る企業は早急に対応策を検討されることを提案する。 
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